

























2009 年 5 月 1 日 
 
１  はじめに 












2  「大型合併と国民経済  八幡 ・ 富士問題をめぐる財界首脳と近代経済学者の論戦」 pp.4-46，








点は山積している。 公正取引委員会 （以下， 公取委） ・競争政策研究センター （以
下，CPRC）では，当時の近代経済学者の反対活動で中心的な役割を担われた





 な お ， このインタビューは 2008 年 2 月 1 日 （第 1 回） 及び同年 2 月 15 日 （第
2 回）の２度に渡って，いずれも公正取引委員会 11 階の官房第 1 会議室で開催
された。 
 
２ 日本の独禁法と競争政策：戦後改革から 1960 年まで 





                                                   
3  八幡・富士の合併事件の後にも，近代経済学者は 1971 年 7 月 10 日に為替政策研究会と
いう名の下に 「円レートの小刻み調整案についての提言」 を発表している （ 『日本経済新聞』
朝刊，1971 年 7 月 11 日号） 。同研究会は小宮隆太郎，天野明弘（神戸大学）の両氏を代
表幹事として 36 名の近代経済学者から構成され，その提言は「各方面に多大な反響を呼
んでいます」と評価されている（ 『エコノミスト』 ，1971 年，49 卷 30 号） 。 
4  小宮隆太郎教授の経済学への貢献の簡潔な解説は， 「４  おわりに」 にて与えられている。 
5 八幡，富士の合併事件を含む大型合併の事実経緯に関しては，公正取引委員会事務局編 





研究が高い水準で盛んになったのは， 恐らく 1950 年の半ば以降のことではない






を与えたのは，1950 年代から 60 年代にアメリカ及びイギリスへ留学した若い
経済学者たちでした。留学から帰国した彼らは，近代経済学の概念的フレーム
ワークと分析ツールを駆使する日本経済の実証分析によって，日本の経済学界









  1960 年代の日本経済の高度成長と国際経済システムへの復帰を経て，1960
年代後半に浮上した八幡，富士合併問題の背景として，日本の経済学界の動向
に関するこのような最小限の理解を前提にすることにしたいと思います。 
                                                   
6  都留重人教授 （1912‐2006） の略歴と経済学への貢献については， Suzumura (2006)  を
参照されたい。 
7  早坂・正村 (1974，p.73)。 
















最初の 1 年半か 2 年程度で必修科目の単位をとり，その後に「一般試験」と呼
ばれる少人数の口頭試問を受けます。それに合格すると，Thesis Prospectus
を作成して提出します。Thesis Prospectus へと進むためには，この口頭試問に








                                                   
9  Wassily Leontief (1905 - 1999)。 
10  小宮教授は 1956 年 6 月より 1959 年 3 月まで米国に留学された。 最初の 1 年は Visiting 
Scholar として研究された後， 都留重人教授を通じてレオンティエフ教授と巡り合い， 1957





























                                                   
11  館龍一郎 (1921  -  )。当時，東京大学経済学部教授。 
12  円城寺次郎 (1907-1994)。日本経済新聞社の社長在任期間は 1968 年～1976 年。 




























                                                   
14  Paul A. Samuelson (1915 - )。 
15 Joseph  E.  Stiglitz（1943 -  ） 。 

























































  ドイツも日本と同様に第二次大戦の敗戦国であり， 米国軍･英国軍の占領地域
                                                   
17 1945 年以前に競争関係法を有していた国としては，OECD 加盟国の中では米国以外に






























                                                   




























                                                   
19  東洋紡績株式会社。 
20  日清紡績株式会社。 







イケン22をリーダーとする 《フライブルク学派》 あるいは “ordoliberalism (neo- 














考え方もあって，ナチが滅びたあとの戦後ドイツの第 1 代の首相，第 2 代の首
相は自由経済思想に基づいた経済政策を採用したのです。 
  戦前の日本では， 《自由主義者》と呼ぶに相応しい人々は寥々たるものです。
石橋湛山27，吉野作造28，清沢洌29，河合栄次郎30くらいでしょうか。吉野作造
                                                   
22  Walter Eucken (1891 - 1950)。 
23  Konrad Adenauer (1876 - 1967)。 
24  Ludwig Erhard (1897 - 1977)。 
25  Friedrich Hayek (1899 - 1992)。 
26  Gunner Myrdal (1898- 1987)。 

























                                                                                                                                                            
28  吉野作造（1878 - 1933） 。 
29  清沢洌（1890 - 1945） 。 
30  河合栄次郎  (1891 - 1944)。 小宮教授のゼミの先生である木村健康教授の先生でもある。  
31  Thomas Hill Green (1836 - 1882)。 
32  J. M. Keynes (1883-1946） 。 
33  J. M. Keynes (1936): The General Theory of Employment， Interest， and  Money，  
Macmillan. 
34  Joseph A. Schumpeter (1883 – 1950)。  13
のは，30 歳以前から 30 歳代中頃までだ，と述べていたと記憶しています。例
えば J.M.ケインズの場合であれば，1914 年に出版された Economic 




マルクス35の『共産党宣言』 （1848 年）もそうです。あれは 30 歳そこそこで


















                                                   
35  Karl Marx (1818 – 1883)。 
36  昭和22年(判)第 1 号 「株式会社帝国銀行他27名に対する件」 同意審決 （審決集1-1） 。 
37  ここでの「冬眠時代」という表現に関連して，例えば，高瀬・黒田・鈴木（編） （2001）
では，特に昭和 32 年から 36 年の間を「公取委の休眠期」と称している。 
38  財閥の解体を目的として，連合国軍最高司令官総司令部 (GHQ) により策定された法。





























                                                   









っています。その当時， 『日経』以外の『朝日』 『読売』 『毎日』 『産経』は，同
じ時期に同じ幅で購読料を引き上げる慣行が続いていました。公取委の事務局
















                                                   
40  岸信介 (1896-1987)。1957 年 2 月 25 日に内閣総理大臣に就任，第一次岸信介内閣を組
閣する（～1957 年 7 月 10 日） 。長沼弘毅氏は第 2 次岸内閣（1958 年 6 月 12 日～1959 年
6 月 18 日）のときに公取委委員長に就任した。 
41  昭和 34 年（査）第 8「株式会社朝日新聞社ほか 29 名に対する件」 （昭和 34 年 8 月 13

























officer は 20 人位だとのことでした。私が知る限りでも，当時の日本の通産省
には通商局と通商政策局があって， 職員総数が 20 人などという規模ではありま
せんでした。 フランスの 10 倍でも済まない程にいたのではないでしょうか。と
                                                   
42  Karl Schiller (1911 - 1994)。 
43  Paul W. McCracken (1915 - )。 
44  Raymond Barre (1924 - 2007)。  17




























アメリカの場合には， 例えば反トラストの事例であれば FTC と司法省の両方

























































                                                   
45  日本は 1955 年に GATT への加盟を認められたが， GATT35 条に依拠して日本への最恵
国待遇不適用を継続する国は，1970 年代まで存続した。これに対して，日本が OECD へ
の加盟を認められたのは，1964 年のことだった。 
46「40 兆円の監査報告  公共事業はなぜ高い（２）予定価格のベール」 『日本経済新聞』
1994 年 11 月 5 日号。  20
また，例えば，警察官僚の定年は相対的に早いのですが，大抵の自動車教習

























                                                   
47  平成 16 年（納）第 99～103 号「警視庁が発注する集中制御式交通信号機新設等工事の
入札参加業者に対する件」 （審決集 50-657） 。 
48  最高裁昭和 59 年 2 月 24 日第二小法廷判決（昭和 55 年（あ）第 2153 号私的独占の禁止








３  八幡，富士の合併問題と近代経済学者 
3.1  八幡，富士の合併問題 
（CPRC） これまでの先生のお話しによって， 原始独禁法成立当初は GHQ に押
し付けられたものだという認識が日本では広く抱かれていたということ，同法

















                                                   





























                                                   
50  例えば，1969 年 10 月 31 日付けの『朝日新聞』の記事「鉄鋼合併の内幕マンモス
誕生まで ( 上)」を参照せよ。  23
  これに対して，住友金属の日向方斎51さんは通産省の行政的な介入に絶対反
対を唱えて，頑強に抵抗していました。結果的に見ると，八幡製鉄，富士製鉄


























                                                   
51  日向方斎（1906 – 1993） 。元住友金属工業社長。  24
て競争スピリットが旺盛な住友金属や川崎製鉄とやり合って，ジワリ，ジワリ
押されている－そういう時期だったと思います。 


























                                                   






がどのように民間企業から見られていたか， よく理解できるように思われます。  
 




















                                                   
53  公正取引委員会事務局経済部調整課 「八幡製鉄株式会社および富士製鉄株式会社の合併
に関する公聴会速記録」1969 年 4 月 10 日。 




















































































                                                   
55  建元正弘  (1924 - 1997)。 「大型合併についての意見書」発表当時，京都大学経済研究所
助教授。 
56  渡部経彦 (1926  -  1976)。意見書の発表当時，京都大学経済研究所教授。 
57「(特別討論会)  大型合併と国民経済——八幡・富士問題をめぐる財界首脳と近代経済学
者の論戦」 『週刊東洋経済臨時増刊』 ，1968 年，pp.4－46。 
58  内田忠夫 (1923  -  1986)。当時，東京大学教養学部教授。 
59  熊谷尚夫 (1914  -  1996)。当時，大阪大学経済学部教授。 
















は東大で手伝ってもらって 4，5 人で書いたと思います。 それを主な大学と発起
人になっている人にお願いをして， そこから更に手分けして頼んでいきました。  







                                                                                                                                                            
61  荒憲治郎 (1925  -  2002)。当時，一橋大学経済学部教授。 
62  藤野正三郎  (1927 - )。当時，一橋大学経済研究所助教授。 
63  福岡正夫 (1924  -  )。当時，慶應義塾大学経済学部教授。 
64  西山千明 (1924  -  )。当時，立教大学経済学部教授。 
65  野田一夫（1927 -  ） 。当時，立教大学経済学部教授。 
66  辻村江太郎  (1924 - )。当時，慶應義塾大学商学部教授。 
67  宇沢弘文 (1928  -  )。当時，東京大学経済学部助教授。 





















































（小宮）私は，1969 年の 1 月からしばらくの間は，反対運動には全然参加しま
せんでした。ちょうどその頃東大紛争がありまして，1969 年 1 月 19 日は安田
講堂の攻防戦で２日間にわたって機動隊と学生がやり合うということがありま
                                                   
69  篠原三代平  (1919 - )。当時，一橋大学経済研究所教授。篠原教授の経済学への貢献とそ
の評価に関しては，Amsden and Suzumura (2001)  を参照されたい。 
70 「公取委「内示」に対する意見書」1969 年 2 月 25 日， 「独占禁止法四五条一項にもとづ
く措置要求書」1969 年 3 月 8 日。  32
した。それで，東大は改革案を作るために改革倫理調査会を作りまして，私は
組織小委員会の委員長と本委員会の委員をやって，毎日会議をしていました。




















（CPRC） 論争の発端に戻ります。 「大型合併は是か非か」 という特集記事が 1968




                                                   




























































                                                   
73  今井賢一 (1931  -  )。当時，一橋大学商学部助教授。 
74  上野裕也  (1926 - )。当時，成蹊大学経済学部助教授。 


















例えば，1971 年から 73 年にかけて岩波書店から出版された「現代経済学」








































                                                   
76  正田彬 (1929  -  )。当時，慶應義塾大学産業研究所教授。 





























                                                   






















  また法律の方では「failing company の merger」という考え方（failing 






                                                   



























                                                   
80  小宮教授は，八幡・富士の合併審決が出されて後， 『日本経済新聞』 ［経済教室］におい
て，山田精一公取委員長に対して「委員長がともかくも毅（き）然たる態度を堅持したこ
とは， ・・・多くの人々が称賛の拍手を惜しまないであろう」と評している（ 『日本経済新









（小宮）アメリカには，独占《状態》 （モノポリー）を解体させる 3 つの手段が











































スを入れられる規制を導入すべきだと強力に主張しまして， それが 1977 年改正
につながって構造規制の導入に結実したのだと思います。 
 
3.5  産業政策と近代経済学者 
（CPRC）最後に，産業政策に対する経済学者の考え方について，先生にお尋
ねしたいと思います。 
                                                   




























                                                   
82 Komiya，R. (1975a)。その邦訳は小宮 (1975c) に収録されている。 
83  小宮隆太郎 (1985)。 





























                                                   
85  Harry G. Johnson (1923‐1977)。  


























































                                                   
87  Krugman P. R.(1994) “Competitiveness: A Dangerous Obsession”，Foreign Affairs， 















小宮教授の研究の精粋は，1975 年に出版された『国際経済学研究』 ， 『現代日














                                                   
88  国際経済学の純粋理論に対する小宮教授の代表的な貢献は Komiya  (1967) であり， 国際
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